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令和２年度施策評価シート　（評価対象年度　令和元年度）

施策名 【４】安全・安心で豊かな教育環境づくり 評価番号 3-2-4

基本計画
基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり

基本施策 【２】特色ある学校教育の推進

施策の方向

○学校規模の適正化や児童・生徒が快適に学校生活を送ることができる教育環境の
整備に取り組みます。

主な取組 ①学校施設の計画的な修繕・改修の推進

取組内容

　学校施設の計画的な修繕・改修の推進を図るため，調理機器や給食用食器などの
更新，給食施設設備の定期的な点検により，必要な箇所の修繕を行います。
　また，老朽化した学校施設については，改修工事や定期的な樹木の剪定等を行
い，校内環境の維持管理に努め,教育用パソコンなどの事務機器等については，『利
根町学校ＩＣＴ整備計画（案）』を策定し，事務機器等の整備を図ります。

　担当課（係） 学校教育課 総務係

　担当課（係）

評価

１ 小学校設備整備事業 拡大 ５ 中学校設備整備事業 現状維持

構成事業

事業名 評価 事業名

２ 小学校施設維持補修事業 現状維持 ６

４ 小学校給食維持補修事業 現状維持 ８ 中学校給食設備整備事業 現状維持

中学校施設維持補修事業 現状維持

３ 小学校給食設備整備事業 改善 ７ 中学校給食維持補修事業 現状維持

評価

１ 教育委員会活動費 現状維持 ４

主な取組 ②小中学校の適正規模・適正配置の推進

取組内容

　小中学校の適正規模・適正配置の推進を図るため，利根町小中学校適正配置等調
査検討委員会での答申を踏まえ，児童生徒の保護者や学校関係者に対して小学校統
合に関するアンケート調査を実施し，アンケート調査結果の内容を盛り込んだ「利
根町小学校統合基本方針（案）」を作成しました。
　また，町民等に対するパブリックコメントを実施し，方針案の修正等を行い，令
和２年３月に「利根町小学校統合基本方針」を策定し公表しました。

構成事業

事業名 評価 事業名

３ ６

２ ５

主な取組 ③学校給食による健康づくりの推進

取組内容

　学校給食による健康づくりの推進を図るため，地元農家で特産品の取組みを行っ
ているステビア米や茨城県産の食材を使用した地産地消を通して安全でバランスよ
く栄養摂取できるおいしい給食を提供します。
  また，調理従事者の腸内細菌検査や日常の健康管理を徹底し，給食室内の消毒，
清掃及び調理機器点検など作業環境の維持管理に努め，安全で安心な給食を提供し
ます。



●事業費　～ＤＯ②～

●評価　～ＣＨＥＣＫ～

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

構成事業

事業名 評価 事業名

２ 小学校給食運営事業 改善 ６ 中学校給食設備整備事業 現状維持

評価

１ 学校給食運営事業 改善 ５ 中学校給食運営事業 現状維持

４ 小学校給食設備維持補修事業 現状維持 ８

３ 小学校給食設備整備事業 改善 ７ 中学校給食設備維持補修事業 現状維持

円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

円

一般財源 95,059,133 円 83,591,022 円 66,736,994 円

その他 円 円

今
後
の
方
向
性

　学校施設の中長期的なトータルコストを下げるため，長寿命化計画に基づく適切な管理のもと，「事後保
全」だけではなく「予防保全」により，良好な状態が保たれるよう維持管理に努め，費用の平準化を図ってい
きます。
　小学校は，令和５年度に１校に統合する予定であることから，令和２年度には，統合に向けた具体的な協議
及び調整を図る「利根町立小学校統合準備委員会」を設置し，円滑な統合の実現に向けた協議を行ってまいり
ます。
　学校給食費については，令和２年度からは，町が給食費を管理・運営する「公会計」へ移行します。公会計
の導入により，教職員の業務負担が軽減されるほか，給食費を町が管理することで，透明性と公平性が保た
れ、確保された予算の中から地元食材を積極的に活用し，地産地消の取組みによる安全で栄養バランスが良
く、おいしい給食を提供していきます。

円

進
捗
状
況

現
状
分
析

　学校施設の計画的な修繕・改修の推進については，令和５年４月に計画されて
いる町内小学校の統合を見据え，学校施設の維持管理や設備修繕費のコスト縮減
に努め，改修工事等を計画的に実施しており，概ね順調です。
　適正規模・適正配置の推進については，小学校統合に関するアンケートやパブ
リックコメントの結果を踏まえて策定した，「利根町小学校統合基本方針」に基
づき，統合に向けた取り組みを計画的に推進していますので，概ね順調です。
　また，学校給食については，地産地消の推進を図るため，茨城県産を含む地元
食材の購入経費を各学校へ助成していますが，各学校が保護者から給食費を徴収
し，食材を購入しているため地元食材の積極的な活用が難しい状況です。そのた
め，町では教職員の働き方改革を含め，学校給食費を町の会計へ移行する検討が
必要です。

事業費　計 95,059,133 円 83,591,022 円 66,736,994
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